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指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（省令）の改正の概要について 

 
平成 30 年３月 

栃木県保健福祉部高齢対策課 

 

１ 医療と介護の連携の強化 

（１） 入院時における医療機関との連携促進（改正省令第４条第３項） 

入院時における医療機関との連携を促進する観点から、居宅介護支援の提供の開始の際に、 

利用者等に対して、入院する必要が生じた場合に、担当介護支援専門員の氏名等を入院先医 

療機関に伝えるよう求めることを指定居宅介護支援事業者に義務付ける。 

 

（２） 平時からの医療機関との連携促進（改正省令第 13 条） 

① 利用者が訪問看護、通所リハビリテーション等の医療サービスの利用を希望している等 

の場合は、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求めることとされているが、介護支 

援専門員は、この意見を求めた主治の医師等に対して、居宅サービス計画を交付すること 

を義務付ける（第 19 号の２）。  

 

② 指定居宅サービス事業者から利用者の情報（※）の提供を受けたとき等の場合は、利用 

者の同意を得て、必要な情報を主治の医師等に提供することを義務付ける（第13号の２）。 

    ※ 服薬状況、口腔機能等心身又は生活の状況に係る情報 

 
２ 末期の悪性腫瘍の利用者に対するケアマネジメント（改正省令第 13 条第９号） 

著しい状態の変化を伴う末期の悪性腫瘍の利用者について、主治の医師等の意見を勘案等した上 

で、サービス担当者会議（※）の召集を不要とし（担当者に対する照会等により意見を求める）、ケアマネ 

ジメントプロセスを簡素化する。 

※  介護支援専門員が居宅サービス計画の作成のために、利用者及びその家族の参加を基 

本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置付けた居宅サービス等の担当者を召集して 

行う会議。 

 

３ 質の高いケアマネジメントの推進（改正省令第３条） 

指定居宅介護支援事業所における人材育成の取組を促進するため、居宅介護支援事業所の管理者 

を主任介護支援専門員とすることを義務付ける。 

〔経過措置〕平成 33 年３月 31 日までは介護支援専門員を管理者とすることができる。 

 

４ 公正中立なケアマネジメントの確保（改正省令第４条第２項） 

利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、指定居宅介護支援事業者は、居宅介護支 

援の提供の開始の際に、あらかじめ、利用者等に対して、利用者が介護支援専門員に対して、複数 

の居宅サービス事業所の紹介を求めることができることを説明することを義務付ける。 

 

５ 訪問回数の多い利用者への対応（改正省令第 13 条第 18 号の２） 

訪問回数の多い居宅サービス計画については、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効 

活用等の観点から、市町村が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当であり、介護支援専門 

員は、統計的に見て通常の居宅サービス計画よりかけ離れた回数（厚生労働大臣が定める回数以 

上）の訪問介護を位置づける場合は、その利用の妥当性を検討し、当該計画に訪問介護が必要な 

理由を記載するとともに、当該計画を市町村に届出ることを義務付ける。 

〔施行期日〕平成 30年 10 月１日 

 

６ 障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携（改正省令第１条の２第４項）   

共生型居宅サービスが創設されることを契機として、介護支援専門員と障害福祉制度の相談支援

専門員との密接な連携を促進するため、指定居宅介護支援事業者が特定相談支援事業者との連携

に努めることを義務付ける。 


